




近年の保育制度に関連する主な改革 

法律等 施行等 改正・緩和・見直し等の主な内容 

児童福祉法の改正 

（H9.6 改正法制定） 

Ｈ10.4 施行 ① 市町村の措置に基づく入所の仕組みを、保育所に関する情報の提

供に基づき、保護者が希望する保育所を選択し、市町村に申し込

む仕組みに改正。 

② 入所手続を簡素化し利用者本位の仕組みに改正。 

③ 保育料の負担方式を、所得に応じた応能負担から保育サービスの

費用を基礎に児童の年齢等に応じた応益負担方式に改正。 

児童福祉施設最低基準 Ｈ10.4 施行 ① 施設内調理を条件に調理業務の全部委託化を可とし、この場合、

調理師必置要件を撤廃。 

② ３歳未満児の保育士配置基準（6：1）を、0歳児 3：1、1・2歳児

6：1に見直し。 

③ 正規保育士の8割配置を条件に、短時間保育士の正規化を認める。

④ 認可定員の弾力化について、年度当初 0%を 10%に、年度途中 15%

を 20%まで拡大。 

入所円滑化対策実施要

綱 

Ｈ11.4 改定 認可定員の弾力化について、年度当初 10%を 15%に、年度途中 20%を

25%まで拡大。 

少子化対策臨時特例交

付金 

Ｈ11.7 補正 少子化対策の一層の普及促進及び雇用・就業の機会の創出を図るた

め、市町村に緊急・特例的に交付金を交付。 

新エンゼルプラン 

（Ｈ11.12 策定） 

Ｈ12.4 実施 少子化対策に関し「少子化対策推進基本方針」に基づく重点施策の

具体的実施計画（計画期間Ｈ12～16）として策定された。主な内容は

次のとおり。 

① 保育サービス等子育て支援サービスの充実 

② 仕事と子育ての両立のための雇用環境の整備 

③ 働き方についての固定的な性別役割分業や職場優先の企業風土

の是正 

④ 母子保健医療体制の整備 

⑤ 地域で子どもを育てる教育環境の整備 

⑥ 子どもたちがのびのび育つ教育環境の実現 

⑦ 教育に伴う経済的負担の軽減 

⑧ 住まいづくりやまちづくりによる子育ての支援 

規制緩和推進 3ヵ年計

画（Ｈ10～12） 

Ｈ12.4 実施 ① 保育所設置主体の制限を撤廃 

② 保育所の土地・建物の所有について賃借方式を認める。 

③ 小規模保育所の認可定員基準（最低 30人）を 20人に引き下げる。

④ 夜間保育所についても上記①②③を認める。 

児童虐待の防止等に関

する法律 

（H12．5 制定） 

Ｈ12.11 施行 子どもへの深刻な虐待が顕在化し、社会問題となったことを背景に、

児童虐待の防止に関する国及び地方公共団体の責務、児童虐待を受け

た児童の保護のための措置等を定めた。 

社会福祉事業法の一部

を改正する等法律 

（Ｈ12.6 制定） 

Ｈ12.6 施行 ① 社会福祉事業法を社会福祉法に題名改正。 

② 新たに 9事業を社会福祉事業として追加改正。 

③ サービスを措置決定から利用者選択制度に改正。 

④ 利用者の立場に立った苦情解決の仕組みを創設。 

⑤ 施設毎の会計区分を弾力化し、法人単位の経営を確立。 

児童福祉法の改正

（H13.11 改正法制定）

Ｈ15.11 施行 保育士が国家資格となる。 

少子化対策プラスワン Ｈ14．9公表 平成 14 年 1 月発表「日本の将来推計人口」において、少子化の要

因として、晩婚化に加え夫婦の出生力そのものの低下という新しい現

象が認められたことを踏まえ、少子化対策の取組みとしては、特に保

育に関する施策を中心としたものから、より全体として均衡のとれた

取組みを進めていくことが必要との方針が打ち出された。 

次世代育成支援に関す

る当面の取組方針 

Ｈ15.3 公表 次世代を担う子どもを育成する家庭を社会全体で支援する方針が

打ち出された。 
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